
小金井市行財政改革市民会議（第９回）次第 

 

                      日時 平成２８年１０月２７日（木） 

午後６時３０分から 

                      場所 前原暫定集会施設Ｂ会議室 

 

 

１ 諮問事項の検討 

 ⑴ 今後の小金井市の行財政の在り方について（中間答申）（資料１） 

  ① 文言の調整結果 

  ② 市長への答申 

 

 ⑵ 地方行財政改革の動向について（資料２） 

 

 ⑶ 作業部会での検討状況について（報告） 

  ① 財政健全化部会について 落合部会長（代行：大塚委員） 

  ② 市役所改革部会について 八木部会長（代行：藤田委員） 

 

 ⑷ 次回市民会議に向けて検討すべき事項について 

 

 

２ その他 

  行財政改革調査特別委員会 平成２８年１１月 ４日（金） 

                    １２月１６日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 事前配付資料 

 資料１ 「今後の小金井市の行財政の在り方について(中間答申)」 

※ 当日配布資料 

 資料２ 「地方行財政改革の動き」（第２５９回行財政再建推進本部資料） 

 資料３ 「まち・ひと・しごと創生法の概要」 
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はじめに 

 

○平成 27 年 9 月 24 日に、第８期となる小金井市行財政改革市民会議が設置され、当時

の稲葉市長より「小金井市第 4 次行財政改革大綱策定に係る貴市民会議からの意見の取

りまとめ」の諮問が行われた。これまで８回にわたって審議を行い、小金井市における

行財政改革の意義や効果を整理するとともに、現在の課題や今後の方策について、中間

答申として取りまとめたので報告するものである。 

 

○この間、国においては平成２7 年６月 30 日に閣議決定された「経済財政運営と改革の

基本方針２０１５」（資料１）において「経済・財政再生計画」（資料２）が盛り込まれ

た。自治体の財政力を高める取組等について KPI（目標の達成度を評価するための主要

業績評価指標）を具体化して進捗を管理することなどが示され、公共施設等総合管理計

画策定から施設の集約化・複合化等を実施した団体の割合の検証や、窓口業務のアウト

ソーシングなど先進的な改革に取り組む市町村数を２０２０年度までに倍増させる目標

を打ち立て、「見える化」による情報公開、「トップランナー方式」による交付税算定によ

るインセンティブ改革の推進等が進められることとされた。 

 

○一方、小金井市においては、平成２７年度において第３次行財政改革大綱の計画期間が

終了し、平成２８年度からは計画上の空白期間となっている。早急に新たな行財政改革

に関する計画の策定が必要であることは言うまでもないが、平成 27 年 12 月 18 日に

市長選挙及び市議会補欠選挙があり、慎重な審議とともに行政側の対応も見極める必要

があったことから、この度の中間報告となったものである。 

 

○また、国は、平成２７年を地方創生元年として位置づけ、急速な少子高齢化の進行、人

口の減少に歯止めをかけるとともに、将来にわたって活力ある日本社会を維持していく

ため、「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、日本の将来展望を示す「まち・ひと・し

ごと創生長期ビジョン」、それを踏まえた今後５か年の「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定した。 

 

○小金井市においても、第４次基本構想後期基本計画と平成２７年(２０１５年)から平成

７２年（２０６０年）までを見据えた「小金井市人口ビジョン」を策定し、さらに５か

年の「小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を一体的に策定している。これらを

踏まえ、将来にわたって活力ある小金井市を維持していくためにも、行財政改革に取り

組んでいく必要がある。 

 

○本中間答申により、なぜ今行財政改革に取り組むのか、市民の目線で考え、目的意識と

明確な目標を持って、改革を行政全体で進めていただくことを期待するものである。 
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１．行財政改革の必要性について 

(1) 社会経済の状況 

○日本経済は、リーマンショックや中国の景気減速を契機とした世界的な経済停滞の影響

を受け、依然として厳しい状況が続いている。さらに英国のＥＵ離脱問題が生じ、ます

ます混沌した状況となってきている。低金利どころか国債は既に 18 年債までマイナス

金利となっており、確実に言えることは、日本は未曾有の資金運用難の時代にあるとい

うことである。さらに「日本の借金」の数字は毎年増え続け、ついに 1,000 兆円を突破

したことも踏まえると日本経済の先行きが見通しずらい状況にある。 

 

○また、我が国では少子高齢化が急速に進み、これに伴う人口減少に見舞われている。小

金井市の年代別の人口構成についても、全人口に占める 65 歳以上の老年人口の割合が、

現在の２０％から平成４２年には約２４％（資料３）に達すると見込まれている。 

 

○このまま高齢者が増加していくと、医療や福祉にお金がかかり、現行制度のままでは本

市においても、財政が急速に悪化していくこととなる。 

 

(2) 小金井市の状況 

○小金井市を取り巻く環境は、社会保障関連経費の増、新可燃ごみ処理施設及び新庁舎建

設に伴う費用、また、今後見込まれる公共施設・インフラ等の維持更新費用など、多額

の財源を要する重要事業が山積し、さらには、税収減、超高齢化社会の到来、子育てに

係る諸課題などにより、今まで以上に厳しい財政運営になることが見込まれる。 

 

○ここ 20 年間、小金井市では、人件費削減や各事業の見直しによる経費節減などに取り

組んできた。この結果、平成 7 年度と２７年度を比較すると、人件費比率は 33.8％か

ら 15.3%へ（資料４）、経常収支比率は 107％から 90.8%へ（資料５）とそれぞれ改

善されてきたが、依然として厳しい財政状況にある。 

 

○しかしながら、調査では行財政改革を理解していないとする職員の割合が４９．４％に

のぼっている。行財政改革の最前線に立つ職員の意識改革が必要である（資料６）。 

 

○これらを勘案すると、小金井市がこれまでと同様の行財政運営を維持し続けることは不

可能と言わざるを得ない。もはや行政だけで解決できる状況にはないとの認識に立ち、

市民・議会・行政の三位一体で行財政改革に取り組む必要がある。そのため、企業・各

種団体・学校・地域など多様な主体が手を取り合い、これまでにない連携方策を構築し

ていくことが肝要である。 

 

○さらに、子どもからお年寄りの各世代が支えあい、安心・安全に、かつ、街全体が活気

に満ちた街づくりをするためにも、新たな時代にマッチした行財政運営の仕組みを構築

していく転換期ともいえる。将来を見据えて、持続可能で魅力ある小金井市を、次世代

に向けて構築していく必要がある。 
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〇以上を踏まえ、次世代を担う子どもたちが誇りを持って本市に住み続けたいと思えるよ

うに、「選ばれるまち」を目指す「未来をひらく小金井市改革」に、今こそ取り組まなけ

ればならない。 

 

２．行財政改革を推進するための取組について 

○歳入の根幹である税収の見込みについては、小金井市中期財政計画では平成３２年度ま

で微増が続くとされている。一方、平成２８年３月に策定された小金井市人口ビジョン

では、生産年齢人口は平成３２年度がピークになるとされ、それまでに税収は横ばいか

ら減少に向かうと考えられる。徴収率の向上のみならず、税収確保の取組を検討して進

める必要がある。 

 

○公共施設・インフラなど既存ストックの維持更新については、平成２８年度末に公共施

設等総合管理計画が策定される予定であるが、同計画を踏まえて、統廃合による総量の

抑制、民間手法の活用、計画的な財源確保等を検討していくことが求められる。 

  

○受益者負担の適正化については、近年、集会施設の有料化、一部のがん検診の自己負担

見直し、保育料の見直し等を進めているが、まだまだ不十分である。受益者負担の原則

を改めて整理して徹底する必要がある。 

   

○行政サービスについては、市民意向調査では行財政改革による行政サービスの向上に「不

満」「まあまあ不満」の合計は４８．０％に上る。近隣には行政サービス調査で日本一と

された三鷹市もあり、厳しい競争環境にあることを自覚して、先進事例に学び、水準向

上に努めていくことが肝要である。 

 

○また、目標管理・コスト管理の徹底などの行財政改革に取り組む市民・議会・行政の「三

位一体の推進・改革」においては、①市民参加の機運の醸成、②議員・議会の認識・意

欲、③根本的な職員の意識改革の３点が重要である。前例踏襲主義からの脱却を期待し

たい。 

 

３．これまでの取組を踏まえた今後の行財政について 

○持続可能な行財政運営は、次世代に責任を持ち、目をそらさず、将来課題の解決のため

に必要となる財源を歳入と歳出の両面から計画的に生み出すことによって実現する。こ

のため、「選ばれるまち」を目指す「未来をひらく小金井市改革」として以下のとおり、

取り組まれたい。 

 

○歳出構造の改革については、未だ人件費の見直しの余地は多いと考えられ、職員数の増

加傾向に歯止めを掛けて総人員を抑制するとともに、業務量増が見込まれる福祉等への

重点配置を進める必要がある。 
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○民間活力の活用については、現在、国は「公的サービスの産業化」を進めており、民営

化やＰＰＰ（Public–Private Partnership 公民連携）を基本としている。その上で、

公的役割を勘案して、両者によることができない場合に、指定管理者制度、業務委託等

を活用するという順番になる。民間活力の活用によって、福祉等への重点配置を進める

人員の内部生み出しも可能になる。「民でできることは民で」を徹底されたい。 

 

○補助金等については、本来の趣旨に立ち返り、その必要性や効果等を第３者評価などに

よって検討されたい。特別会計への繰出金についても可能な限りその公平性の観点から

検討が必要となる。 

 

○今後の小金井市の行財政改革は、短期の「緊急対策」として、①子育て支援改革の推進、

②窓口改革の推進、③民間活力活用・市民協働、④一層の市税収納率向上、⑤受益者負

担の原則徹底、⑥事業・職員配置の総点検、⑦学識者・民間人・若手の登用などを進め、

平成２８～２９年度の前期２年間で達成されたい。 

 

○次に、中期の「経営改革」として、①打てば響く組織改革（組織改正＋各部経営の推進）、

②公共施設マネジメントの推進、③市民サービスのコスト管理、④こがねいプロモーシ

ョンの推進、⑤債権管理の改革・推進、⑥こがねい未来基金の創設などを進め、平成３

０～３２年度の後期３年間で達成されたい。 

 

○さらに、当会議としては、平成３２年度までの取組のみではなく、それに続く長期の「魅

力向上策」として、平成３３年度以降、次の事柄を検討すべきだと提案したい。それは、

①財政健全化条例の制定、②類似団体最少の職員数、③類似団体最高の市民サービス、

④厳然とした組織風土の確立・継承、⑤債権管理条例の制定、の５点である。 

 

○加えて、ここまで進めたならば、「選ばれるまち」につながるグランドデザインとして、

「自治体経営新時代」を目指すことを位置づけるべきである。①持続可能な財政＝機動性、

②学校をはじめとした公共施設の改善＝機能性、③市民サービスのさらなる向上＝職員力、

④市民が満足感の高い街づくり＝満足度、などの実現を目指すべきである。 

 

○最後に、「選ばれるまち」を目指す「未来をひらく小金井市改革」のためには、チャレン

ジしつつも、身の丈に合う実現可能な目標が必要である。平成３２年度までに経常収支

比率を３％程度改善して８０％後半とし、収支均衡と魅力向上という相反する困難なテ

ーマの実現に取り組んでいくべきである。 
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おわりに 

○今後、小金井市行財政改革会議は、本中間答申をベースに本答申へ向けて審議を進めて

いくが、今日の小金井市が置かれている状況について、全ての市民・市議会議員・市職

員が危機感を共有するとともに、行財政改革の重要性を認識し、取り組めるところから

取り組み、実現すべき事柄から早急に実現していくことが求められる。 

 

○そのためには、市長をはじめとする行政と議会の、行財政改革に対する積極的なサポー

トが必要となることはいうまでもない。 

 

○そして、小金井市のこのような積極的な取組が、全国の動きを先取りした新たな視点に

よる行財政改革へ展開していければ幸いである。 

 

○本中間答申が市民・市議会・行政による三位一体の行財政改革につながっていくことを

期待したい。 



















小金井市行財政改革市民会議（第９回）                 平成２８年１０月２７日 

小金井市行財政再建推進本部資料                    平成２８年 ９月２０日 

企画財政部行政経営担当 

地方行財政改革の動きについて 

 

１ 地方行政サービス改革の推進（H28.1/25 全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議資料） 

（１）地方行革について 

国は、「地方行政サービス改革」を推進（経済財政運営と改革の基本方針 2015） 

※「経済財政運営と改革の基本方針」（いわゆる「骨太方針」） 

経済財政諮問会議の答申を経て、閣議決定される。 

経済財政諮問会議は内閣府に設置された合議制機関。首相が議長、議員の４割以上が民間人 

（２）経済財政運営と改革の基本方針２０１５（抄）（H27.6/30 閣議決定） 

 公的サービスの産業化、インセンティブ改革、公共サービスのイノベーションを推進 

 「地方行財政改革・分野横断的な課題等」として、次の３点を強調 

① ＢＰＲの手法を活用した業務改革プロジェクトの実施による優良事例の創出と全国展開 

② 窓口業務のアウトソーシングなど汎用性のある先進的な改革に取り組む市町村数の倍増 

③ 民間委託やクラウド化等の取組状況を比較可能な形で開示 

（３）地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について（H27.8/28 総務大臣通知） 

（４）地方行政サービス改革の取り組み状況の見える化・比較可能な形での公表（H27.11/27 資料） 

（５）業務改革モデルプロジェクト（H28 事業⇒実施中） 

 

２ 経済財政運営と改革の基本指針２０１６（H28.6/2 閣議決定） 

地方行財政改革・分野横断的な課題（P.40～42） 

（１）基本的な考え方 

窓口業務の適正な民間委託等の加速と自治体クラウド等のＩＣＴ化・業務改革をはじめとする

様々な取組の全国展開及び、それらの自治体の境界を越えた広域化・共同化を軸に、各種取組を

進める。 

（２）重点的に取り組む諸項目 

① 地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革 

② 地方行財政の「見える化」等 

③ 広域化・共同化などの地方行政分野における改革 

④ ＩＴ化と業務改革、行政改革等 

 

 

資料２ 



（参考）経済・財政再生計画 改革工程表（H27.12/24 経済財政諮問会議） 

１ 経済・財政再生改革工程表について（H28.4/21 内閣府） 

   経済・財政一体改革推進委員会が作成し、経済財政諮問会議が取りまとめ⇒同委員会が進捗管理 

２ 経済・財政再生計画工程表（H28.4/28） 

① 地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革（P.59-61） 

② 先進的自治体の経費水準の基準財政需要額算定への反映等（P.62）⇒トップランナー方式 

③ 地方財政制度の改革に係る経済効果の検証（P.63） 

④ 公営企業、第三セクター等の経営の改革（P.64-67）⇒下水道事業（公営企業会計、経営戦略） 

⑤ 地方創生の取組支援のための新型交付金の創設・活用(P.68) 

⑥ 自治体の行政コストやインフラの保有・維持管理情報等の「見える化」の徹底、誰もが活用で

きる形での情報開示（P.69-72） 

⑦ 民間委託やクラウド化等への取組状況の比較可能な形での開示（P.73） 

⑧ 公共サービス関連情報の「見える化」、エビデンスに基づく PDCAサイクルの抜本的強化（P.74） 

⑨ 法令・国庫支出金等で基本的枠組みを定めている分野におけるパフォーマンス指標の「見える

化」と関係法令等の見直し、それを踏まえた国庫支出金等の配分見直し（P.74） 

⑩ 法令・国庫支出金等で基本的枠組みを定めている分野におけるパフォーマンス指標の「見える

化」と関係法令等を見直し、それを踏まえた地方交付税の配分の見直し（P.74） 

⑪ 民間の大胆な活用による適正な民間委託等の加速（P.75-76）⇒業務改革モデルプロジェクト 

⑫ 公共サービスの広域化（P.77） 

⑬ マイナンバー制度の活用や国による地方自治体の IT 化・BPR 推進に向けた取組促進策の提示等（P.78） 

⑭ 国のオンラインサービス改革、各府省庁の業務改革、政府情報システムのクラウド化・統廃合（P.79）  

⑮ （地方）業務の簡素化・標準化、自治体クラウドの積極的展開（P.80） 

⑯ 公共サービスイノベーションに係る先進事例の全国展開（P.81） 

⑰ 地方税における徴収対策の推進（P.82） 

⑱ 国・地方の公務員人件費の総額の増加抑制（P.83） 

 ※太字ゴシックの項目は、特に本市に影響があると考えられるもの。 




























